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第４章 宇宙利用をめぐる安全保障 

－脅威の顕在化と日米の対応－ 

 

福島 康仁 

 

はじめに 

近年、宇宙利用をめぐる安全保障（space security）への関心が世界的に高まっている。

宇宙と安全保障の結びつき自体はすでに半世紀を超えており、冷戦期から米ソを中心とす

る各国は地球上での軍事活動を支援するために人工衛星を利用してきた
1
。それにもかかわ

らず宇宙利用をめぐる安全保障にあらためて注目が集まっている背景には、軍民両面で宇

宙システムへの依存が世界的に深化する一方で
2
、安定的な宇宙利用を揺るがす脅威が顕在

化しつつあるという事情がある。宇宙空間の利用を当然視することができた時代は終わり

つつあり、宇宙空間そのものが安全保障上の争点となり始めている。 

本稿では宇宙利用をめぐる安全保障を主題として取り上げ、宇宙システムへの依存が深

まる中、どのような脅威が顕在化しつつあり、それに対して日米はどのように対応しよう

としているのかを分析する。 

 

１．深まる宇宙システムへの依存  

そもそも宇宙利用をめぐる安全保障の重要性が高まっている背景には、宇宙活動が世界

的に活発化し、宇宙システムへの依存が深まっていることがある。衛星を保有・運用する

国家や政府コンソーシアムの数は、冷戦後の 20年間で倍増し 60カ国近くに達している3
。

また各国政府の宇宙関連支出と企業の宇宙関連収入の合計額は、2012年までの 5年間で 37

パーセント拡大し、約 3,043億 1,000万ドルに達している
4
。 

こうした中、宇宙システムへの依存が世界的に進んでいる。宇宙利用は日々の経済・社

会活動に浸透しており、その用途も通信・放送から地球観測（陸域、海域、大気）、測位・

航法・時刻同期（PNT）まで幅広い。PNT に着目した場合、1995 年に GPS の完全運用が

始まり、その民生用シグナルは世界中で利用されるようになっている
5
。その応用分野は農

業、航空、環境、海洋、治安・災害救援、鉄道、レクリエーション、道路、宇宙（衛星の

測位・航法等）、測量・地図作成、時刻同期と幅広い
6
。このうち時刻同期は各 GPS衛星が

搭載する原子時計を活用するものであり、通信システムや送電網、金融ネットワークといっ

た重要インフラの多くが同機能に依存するようになっている
7
。 

軍事的な観点においても宇宙システムへの依存は世界的に深化しており、情報・監視・
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偵察（ISR）からミサイル警戒、環境モニタリング（気象、海洋、宇宙環境）、衛星通信、

PNTにいたる多様な用途で衛星が利用されている。軍事目的の宇宙利用自体は米ソを中心

に冷戦期から活発に行われていたが8
、あくまで核抑止や軍備管理への貢献といった戦略レ

ベルでの利用が中心であった。これに対して冷戦後は作戦レベルや戦術レベルにおける宇

宙利用が活発化しており、実際の軍事作戦との結びつきが強くなっている。 

このような宇宙の軍事利用をめぐる新たな潮流の形成を主導してきたのが米国である。

同国は 1991年の湾岸戦争を契機として軍事作戦への宇宙の組み込みを本格化させ、その後

に従事したバルカン半島やアフガニスタン、イラク等での戦闘作戦において活発に宇宙を

利用してきた
9
。各作戦における衛星通信の需要は、プレデターやグローバルホークといっ

た滞空型無人機の登場などによって顕著に増大している。イラク戦争では湾岸戦争に比し

て約 40 倍の帯域が使用されたとの見積もりも存在する10
。GPS の作戦利用も一層顕著と

なっている。1990年代にイラクやバルカン半島での作戦で米国が使用した誘導弾の大半は

レーザー/光学式のものであった。対照的に 2001 年に開始されたアフガニスタンでの作戦

で米国が使用した誘導弾の半数以上は GPSを利用したものとなった
11
。また 2002年以降、

GPS を用いて自己や友軍等の位置を自動表示する BFT が南西アジアに展開する米軍車両

に配備されるようになった12
。同装置は実際にアフガニスタンやイラクでの作戦で活用さ

れ、戦場認識を飛躍的に向上させたといわれている13
。 

こうしたことから宇宙システムは作戦上、欠くべからざるものであるとの認識が米国内

では広がってきている。例えば、米空軍宇宙コマンド司令官のウィリアム・L・シェルト

ン（William L. Shelton）大将は、人道作戦から主要な戦闘作戦にいたるまで、米国の軍事

作戦は宇宙に依存しているとの認識を明らかにしている14
。また PNTに関する米大統領令

において、GPSは米国の安全保障にとって決定的に重要であり、実質的に同国の軍事作戦

のあらゆる側面で利用されるようになっているとの認識が示されている15
。 

宇宙の軍事利用を拡大しているのは米国だけではない。冷戦期から宇宙の軍事利用を継

続してきたロシアに加えて中国やインド、オーストラリア、カナダ、フランス、ドイツ、

日本、イスラエル、イタリア、スペインなどが、軍事衛星もしくは軍事利用も可能な多目

的衛星を開発・運用するようになっている16
。フランス軍統合参謀本部副作戦部長のベル

ナール・ロジェ（Bernard Rogel）海軍中将は、偵察や気象、通信、航法、ミサイル防衛など

において、宇宙は作戦上のアセットを提供する強力で不可欠な存在であると述べている17
。

GPS誘導弾を例にとると、フランスは AASMと呼ばれるキットを導入し 2008年から実戦

投入している18
。また、GPS誘導弾の代名詞ともいえる JDAMは米海空軍以外でも利用さ

れるようになっており、2012年時点で航空自衛隊を含む 26の海外顧客に輸出されている19
。 
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このように宇宙活動の世界的な活発化に伴い宇宙システムへの依存が深まる傾向にあ

るが、このことは同時に宇宙利用に伴う脆弱性の増大をもたらしている。宇宙システムへ

の依存が深まるほど、いったん宇宙システムを利用できなくなった際の影響も大きくなる。

この脆弱性問題はこれまで潜在的なものにとどまってきた。だが、後述のとおり宇宙利用

をめぐる脅威が顕在化するにつれて、同問題も顕在化しつつある。 

 

２．宇宙利用をめぐる脅威の顕在化 

陸海空あるいはサイバー空間と異なり、宇宙空間は長らく戦争のない聖域（sanctuary）

であるとみなされてきた20
。前述のとおり宇宙の軍事利用は冷戦期から活発に行われてき

たものの、その目的はあくまで地球上での軍事活動を支援することにあった。だが、宇宙

利用をめぐる脅威の顕在化によって、そうした状況には変化が表れつつある。 

とりわけ世界最大の宇宙利用国である米国は21
、こうした戦略環境の変化に強い危機感

を抱いている。2011年に米国防長官と国家情報長官が議会に提出した「国家安全保障宇宙

戦略」（NSSS）では、宇宙空間はますます軍事的な挑戦を受ける領域（contested domain）

になっており、宇宙システムとその支援インフラは多様な人為的脅威に直面しているとの

認識が示されている22
。 

このような認識の背景には、意図と能力の両面において宇宙利用をめぐる脅威が顕在化

しつつあるという事情がある。前者については「暗黙の了解」（tacit agreement）に頼るこ

との限界が米国内で認識されるようになっている23
。冷戦期、米ソ間には、一方が他方の

宇宙利用を妨害しない限り、もう片方も宇宙利用の妨害を行わないという不文律が存在し

ていたといわれる
24
。これは相互核抑止や戦略的安定に果たす偵察衛星等の役割を米ソが

互いに認識していたことによる。実際、1972 年の SALTⅠ合意以降、米ソ間の軍備管理条

約には、偵察衛星等を念頭に置いて、「自国の検証技術手段」（NTM）への妨害禁止が明記

された
25
。また他者の宇宙利用を妨害することを目的とした対衛星（ASAT）兵器等の配備

も限定的なものにとどめられた26
。だが、このような「暗黙の了解」は米ソ冷戦という特

定の文脈において存在し得たものであり、現在および将来、米国が直面する潜在的な敵対

者はそうした文脈を共有していない。むしろ、宇宙システムへの依存を米国の脆弱性とし

てとらえ、重要な攻撃目標として宇宙システムを位置づける可能性が指摘されている27
。 

加えて、能力面においても宇宙利用をめぐる脅威は顕在化しつつある。宇宙利用を妨害

する手段は多様であり、軌道上の衛星を物理的に破壊する ASAT兵器以外にも、衛星のセ

ンサー等を狙ったレーザー照射、衛星や地上局の電子機器を狙った電磁パルス（EMP）攻

撃、データリンクへのジャミング、地上局や支援インフラへの攻撃・妨害工作、宇宙シス
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テムへのサイバー攻撃などが想定され得る28
。 

これらの脅威はこれまで潜在的なものにとどまってきたが、2000年代に入り実際の使用

事例が散見されるようになっている。最も顕著なのは GPSシグナルや衛星通信・放送に対

するジャミングである
29
。2003年のイラク戦争において、イラクは GPSシグナルへのジャ

ミングを試みた30
。これは米国が戦闘作戦中に GPS利用への妨害を受けた初の事例であっ

たといわれる
31
。北朝鮮は 2010 年から 2012 年にかけて、GPS シグナルへのジャミングを

たびたび実施し、南北境界線付近の航空機や船舶、車両の測位・航法に影響を与えたとい

われる
32
。衛星放送に対するジャミングも日常的にみられるようになっており、イランや

リビア、エチオピアなどでの事例が報告されている33
。 

衛星の物理的破壊については、2007年に中国が実施した事例が有名である。中国はDF-21

準中距離弾道ミサイルを改良した SC-19を用いて、自国の古い気象衛星を高度 865キロの

低軌道上で破壊したと考えられている34
。衛星の物理的破壊を伴う ASAT 実験に成功した

のは米ソに次いで 3 番目であり、冷戦後では初めてのことであった35
。この他、レーザー

照射については、2006年に中国が米国の偵察衛星に対して地上から実施したといわれてい

る
36
。サイバー攻撃についても 2007 年と 2008 年に米国の宇宙システムが攻撃を受けたと

いわれている
37
。 

このように宇宙利用に対する妨害はそれほど珍しいものではなくなりつつある。妨害を

行い得る主体も上記のとおり多様である。特に、宇宙利用への依存度が低い一方で、他者

の宇宙利用を妨害する能力を保有する主体は、宇宙利用への依存度が高い主体に比べて攻

撃の敷居が低い場合が考えられる。例えば、核爆発によって宇宙空間に EMP を発生させ

た場合、その影響は付近の衛星に無差別に及ぶことになるが、宇宙利用への依存度が低い

北朝鮮等の主体はその影響をそれほど考慮する必要がない可能性が指摘されている38
。こ

うした非対称の脅威の存在は、宇宙利用への依存度が高い主体にとっては共通の課題であ

るといえる。 

 

３．日米の対応 

宇宙システムに深く依存する日米は宇宙利用をめぐる脅威の顕在化を受けた対応を進

めている。まず、米国の対応は多層的なアプローチによる攻撃の抑止と、抑止の失敗に備

えたレジリエンス（強靱性あるいは抗たん性）の強化を柱としている。このうち宇宙シス

テムに対する攻撃の抑止は 4 層構造となっている39
。第 1 層は外交的手段を通じた規範の

醸成である。これは宇宙ゴミの発生を伴う ASAT兵器の使用などを無責任な行為とみなす

国際的な規範を形成していくことで、敵対者が攻撃を実施する際の計算を複雑にすること
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を意図したものである。現在、米国が進めている透明性・信頼醸成措置（TCBMs）もこう

した点を考慮に入れながら進められている。2012 年には当時のヒラリー・R・クリントン

（Hillary R. Clinton）国務長官が、宇宙活動に関する国際行動規範の策定に向けて各国と協

力することを表明した40
。 

多層抑止の第 2層は宇宙利用をめぐるコアリションを構築することである。これは敵対

者が宇宙システムを攻撃する場合、米国のみならず当該宇宙システムを利用する全ての国

家と対峙せざるを得ない状況を作り出すことで、敵対者による攻撃の敷居を上げることを

狙ったものである。例えば、米空軍の WGS と呼ばれる通信衛星群については、オースト

ラリアが 6機目、カナダとデンマーク、ルクセンブルク、オランダ、ニュージーランドが

9 機目の衛星の費用を負担することで、これらの国に同衛星群の通信帯域へのアクセスを

認める取り組みが進められている41
。 

第 3 層は後述するレジリエンスの強化である。個々の衛星ではなく宇宙利用に関する

アーキテクチャ全体のレジリエンスを強化し、かつ宇宙利用がある程度妨げられた環境下

でも作戦を継続できる態勢を構築することが目指されている。これは攻撃によって敵対者

が得られる効果を限定し、攻撃のインセンティブを低下させることを意図したものである。 

最後の層は攻撃に対する対応能力・態勢の保持である。米国あるいは同盟国が利用する

宇宙システムを攻撃した場合、相応の対応を行う姿勢を明確にしておくことで、敵対者に

よる攻撃を抑止することを狙っている。米国は攻撃に対して比例的に対応するとしている

一方で、実際の対応は必ずしも対称的な形でなされるわけではなく、対応する領域は宇宙

に限定されず、その手段も軍事力に限定されないことを明確にしている42
。 

このように米国は 4つの層を積み重ねることで宇宙システムに対する攻撃を可能な限り

抑止する一方で、抑止の失敗に備えたレジリエンスの強化も進めている43
。その際、一つ

の中核となりつつあるのが、分散された宇宙アーキテクチャを構築していくことである44
。

具体的には、単一の衛星が果たしている機能を複数の衛星に分割することや、衛星の余剰

スペースに副次的ペイロードを搭載すること45
、利用する軌道を多様化すること、宇宙の

みならず陸海空といった他領域への分散を進めることなどが検討されている46
。 

さらに、これらの多層抑止やレジリエンス強化の基盤として位置付けられているのが宇

宙状況認識（SSA）であり、米国はその向上に取り組んでいる。具体的には宇宙監視能力

の増強に加えて47
、戦略軍の SSA共有プログラムを通じた他国や企業との情報共有の推進48

、

フランスやカナダ、オーストラリア、日本といった同盟国との SSA協力を進めている49
。 

米国と歩調をあわせる形で、日本も宇宙利用をめぐる脅威への対応を進めている。具体

的には外交的手段を通じた規範の醸成や、衛星の抗たん性の強化を進めていく方向性が示
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されている。2012年にはクリントン国務長官の声明にあわせる形で、当時の玄葉外務大臣

が国際行動規範案に関する国際的な議論に参加することを表明した50
。2013 年末に公表さ

れた「国家安全保障戦略」においても、国際行動規範の策定に向けた取り組みに積極的に

参加することが明記されている51
。 

加えて、「国家安全保障戦略」と同時期に公表された「平成 26年度以降に係る防衛計画

の大綱」と「中期防衛力整備計画（平成 26年度～平成 30年度）においては、SSA等を通

じて衛星の抗たん性を高めていく方針が打ち出された52
。これと連動する形で、防衛省の

平成 26 年度予算案においては、SSA システムの導入可能性調査や、衛星等に対する固定

式警戒管制レーダー（FPS-5）の探知・追尾能力等の技術的検証、衛星通信システムの通信

妨害対策に関する研究、防衛省・自衛隊の衛星防護のあり方に関する調査研究などが盛り

込まれている53
。 

 

おわりに 

本稿では宇宙利用をめぐる安全保障を主題として、宇宙利用への依存が深まる中、どの

ような脅威が顕在化しつつあり、それに対して日米がどのように対応しようとしているの

かを分析した。日米はともに主要な宇宙活動国であり、安定的な宇宙利用の確保を必要と

しているという点で利害を共有している。また、上述のとおり、宇宙利用をめぐる基本的

な戦略環境認識とそれに基づく対応は共通点が多く、同分野における協力も進み始めてい

る。 

他方、宇宙利用をめぐる脅威への対応は米国においても緒に就いたばかりであり、日米

で検討していかなければならない課題も多い。そうした課題としては、例えば、宇宙監視

にとどまらない SSA協力の推進、日米の宇宙活動能力を活用したレジリエンスの強化、宇

宙と抑止の結びつきに関する検討（特に日本側）といったことが挙げられるだろう。 

現状において日米 SSA協力の中核となっている宇宙監視（space surveillance）に加えて、

各種インテリジェンス活動を通じて得られた各国の宇宙活動に関する情報を緊密に共有し

ていくことが重要となってくるだろう54
。SSA とは宇宙作戦が依存する宇宙環境および作

戦環境に関する知識（knowledge）のことであるが
55
、日本側はこうした知識の蓄積を始め

たばかりである。今後は米国等との情報交換を通じて、各国の宇宙活動や宇宙利用をめぐ

る脅威などに関する認識の向上をはかっていく必要がある。 

またレジリエンスの強化は米国のみならず日本にとっても主要課題となりつつあるこ

とから、将来的には SSAと並ぶ日米協力の柱となる可能性がある。日本は数少ない自立的

宇宙活動国の一つであり、実際に多数の衛星を製造し打ち上げてきた実績を有している。
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この点は、これまで米国が安全保障分野における宇宙協力を緊密に進めてきた国々にはな

い日本の強みであり56
、これらの国々とは異なる形での対米協力もあり得るだろう。 

最後に、宇宙と抑止の結びつきについては、特に日本側における検討を加速させる必要

がある。すでに米国においてはレジリエンスと並ぶ柱として抑止が位置付けられており、

抑止の強化に向けた取り組みが行われている。日本が進めている外交的手段を通じた規範

の醸成や衛星の抗たん性の強化も、宇宙システムに対する攻撃を抑止する手段として位置

付け直すことが可能である。こうした点については米国との緊密な意見交換を進めながら

概念整理を進めていく必要があるだろう。 
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